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MVNO サービスの併用によるデジタル・ディバイド是正への一提言 
A Proposal to Correct the Bias of Digital Divide by Use of 
MVNO Service 
 




























1. デジタル・ディバイドの弊害と対策  
 
1-1 定義と課題  
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きる (図表 1-1)。  
 
図表 1-1 デジタル・ディバイドがもたらす問題  
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代間の差が指摘されていたものの、統計開始年次の中高年層 (50 代 )が近年、高齢者層にスラ
イドしてきたことにより、インターネット普及期に懸念されていた世代間格差は是正されつ
つある (図表 1-3)。  
 
図表 1-3 インターネット利用率 (2004～2016 年 )(年代別 )(単位 :%) 
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年層、高齢者層へスライドするため悲観することはない 5。  
しかし年収別のインターネット利用率に関しては、是正には至っていない。貧困層 (年収
200 万円未満 )の世帯利用率が 60%超まで増加したものの、平均的な世帯 (年収 400 万円以上 )
のそれが 80%超であることを踏まえると、世帯収入におけるデジタル・ディバイドは解消さ
れているとは言い難い (図表 1-4)。  
 
図表 1-4 インターネット利用率 (2001～2013 年 )(年収別 )(単位 :%) 
 
出所 :総務省、前掲書。  
 
さらに上位 (1,000～1,500 万円未満 )と、下位 (200 万円未満 )の普及率の推移を概観すれば、
当初の差 (30ポイント以上 )は一時縮小したが 2010(平成 22)年以降は 25ポイント差を推移し
ている。このように世帯収入による格差解消は、是正しきれていない状況が続いている 6。 
これによる弊害は、通信事業者間の競争により生じる安価で良質なサービスをもって是正
する余地がある。ADSL や FTTH によるサービスは NCC(New Common Carrier;新電電 )の
台頭による市場競争により、サービス開始当初よりも安価で提供されている。しかし昨今、
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図表 1-5 電話通信料の推移と世帯支出に占める割合 (2002～2016 年 )(単位 :円 ) 
 






る 7。従来の固定通信と同等の性能を有する移動通信サービスは、MNO(Mobile Network 
Operator;移動体通信事業者 )が供給して久しいが固定通信のそれと同額がそれ以上、もしく
は費用対効果が決して高いとはいえない料金体系で供給されている。近年、それを解消する
一手段として MVNO が供給するサービスが注目を集め、利用率を増加させている。  
 
1-3 移動系回線へのシフト  
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図表 1-6 固定系・移動系ブロードバンド契約数の推移 (2009～2016 年度 )(単位 :万契約 ) 
 
出所 :総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表  (平成 28 年度第 4





2. MVNO のインパクトと利用  
 
2-1 サービス認知の実態  
 




利用者の MNO のデータ通信量は、月 3 ギガバイト程度とされている 9。月の中旬以降は利
用頻度によっては予定データ通信量を超過する可能性がある時期であり、MNO と同等の高
速通信サービスを維持させるために補完的に MVNO を利用する可能性がある。そのため
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図表 2-1 通信速度制限に関するツイート数・検索数の推移 (単位 :件数 ) 
 
*通信速度制限を検索ワードに作成  








図表 2-2 MVNO を利用しない理由 (2013～2016 年度 )(単位 :%) 
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出所 :総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価 2014」(http://www.soumu.go.jp/main_cont
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図表 2-3 MNO/MVNO ユーザーの一か月の平均データ通信利用量 (単位 :%) 
 
出所 :MMD 研究所「モバイルインターネット通信に関する利用意識調査」 (https://mmdlabo.jp/) 
 
 上記図表 2-3 より、MNO 利用者の毎月のデータ通信利用量は 2 ギガバイトが最も多く、
MVNO 利用者のそれは 1 ギガバイト未満が最も多い (不明除く )。このことから MVNO の利
用に際しては安価な利用価格もさることながら、MNO を利用する過程で不足する容量を補
足するために利用している可能性がある。実際に MVNO 利用者よりも MNO 利用者が僅か
だが、月間の契約データ通信容量を超過した経験が多く、双方の 8～11%程度の利用者は利
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図表 2-4 月間の契約データ通信容量を超過した経験 (単位 :%) 
 




が必ず追加購入していると回答している (図表 2-5)。  
しかし、MVNO で必ず追加購入と回答した利用者が 15%程度に対し、MNO のそれは半分




図表 2-5 データ通信量の追加購入の頻度 (単位 :%) 
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ここに安価なサービスを供給する MVNO を利用する意義がある。  
 また MNO の ARPU(Average Revenue Per User;月間電気通信事業収入 )は年々減少傾向
にあり、特に音声 ARPU は定額制やメッセージアプリの台頭により、2007(平成 19)年度か
ら 2013(平成 25)年度の 6年間で約三分の一程度低下している 14。これに対してデータ ARPU
は増加傾向にあり、同期間で約 60%程度増加している。個別の MNO を概観すれば、近年で
は 3,000 円前後を推移しており、ARPU に占める割合は 70%を超える (図表 2-6)。  
 
図表 2-6 NTT ドコモの ARPU の推移 (2011～2016 年度 )(単位 :円、%) 
 
*ARPU に占めるデータの割合はその他を含まず。  
出所 :総務省［2017］p.269。  
 
 これを踏まえればデータ通信量に対しては、3,000 円前後が支払いの許容範囲とみなすこ
とができる。前掲図表 2-3 より、MVNO でもっとも利用されているデータ容量は 3 ギガバ
イト (平均 1,000 円前後 )が提供されており、差額 (2,000 円前後 )が消費者余剰となる。これを
広く周知できれば、普及拡大やデジタル・ディバイドの改善に寄与することができる。  
 
2-3 被験者による利用実態  
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音声 データ その他 ARPUに占めるデータの割合
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被験者 A:男性  
自宅通信環境 :FTTH 
主な利用目的 :MNO の通信容量の超過を防ぐため併用  
 
図表 2-7 MNO・MVNO サービスを用いた通信量の推移  
(2016 年 6 月～12 月 )(被験者 A)(単位 :ギガバイト ) 
 
* MNO の 9 月末までの通信上限は 3 ギガバイト、10 月以降は 2 ギガバイト。また 11 月は下旬に 1
ギガバイト分 (1,000 円 )を追加購入  
出所 :筆者作成。  
 





月以降は MNO の通信上限が 2 ギガバイトに引き下がったため、MNO の通信頻度はそれ以
前と類似しているが規模は縮小している。通信上限を意識して MVNO の併用は月当初から
確認でき、8 月と類似する。11 月は唯一、容量を追加購入したため下旬以降、MVNO 一切
利用されていない。12 月は下旬にかけて上限に達する域にあり、これを補うために僅かな
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被験者 B:女性  
自宅通信環境 :インターネット接続なし  
主な利用目的 :各種情報通信端末への接続のため利用  
 
図表 2-8 MVNO サービスを用いた通信量の推移  
(2016 年 6 月～12 月 )(被験者 B)(単位 :ギガバイト ) 
 
出所 :筆者作成。  
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確である 16。MVNO は安価だが、上記のような利用は通信上限に達しやすい 17。MNO と
比較した際、消費者余剰が数千円あるため消費者も適切な手段を選択しなければならない。 
 第二に、MNO の大容量データ通信プランの提供に伴い、1 ギガバイトあたりの価格は適
正か否かが問われる。NMO の標準的なデータ通信プラン (5 ギガバイト )に 1,000 円前後を追
加すれば、20 ギガバイト程度の利用が可能となる。つまり 4 倍の利用量を追加購入として
設定されている 1,000 円前後を課金すれば、享受することができる。遊休回線の利用とはい
え、MVNO も 1,000 円前後が 3 ギガバイトの相場であるため、接続料も含めた見直しは議
論されるべきである。  
なお、本稿は公益財団法人富山第一銀行奨学財団研究助成「MVNO サービスを用いたデ





                                                   
1 国連開発計画 (1999)pp.70-99。  
2 例えば総務省 (2006)pp.214-218、総務省 (2011)pp.89-126。  
3 原田 (2002)p.5。  
4 総務省の推計によればブロードバンド利用可能世帯数は 2010(平成 22)年度末に 100%、
超高速ブロードバンド利用可能世帯数は 2013(平成 25)年度末に 99.9%に達している。総務




6 統計期間内の平均は 24.3 ポイント差であり、解消には至っていない。また、ほぼ同時期
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9 約半数の利用者は当該容量で収まる。  
10 当該サービスは月額料金を支払うことで見放題・使い放題で利用できる定額制サービス、
と定義される。三菱総合研究所「IoT 時代における ICT 産業の構造分析と ICT による経済
成長への多面的貢献の検証に関する調査研究報告書」 (http://www.soumu.go.jp/johotsusint
okei/linkdata/h28_01_houkoku.pdf)p.101。  
11 柴田 (2016)。  
12 8～10 ギガバイト以上の利用は合計 6.6%であり、うち 10 ギガバイト以上の利用が 4.4%
であることを鑑みれば、真のヘビーユーザーは全体の 5%未満と位置付けられる。  
13 ネオマーケティング「スマホのデータ通信量に関する調査」  
(https://www.i-research.jp/report/?p=5214)によれば、「データ容量を購入する・データチャ
ージを使用する」割合は 10 代 3.8%、20 代 13.0%、30 代 16.3%であり、全体でも 10%程度
と低調である。  
14 総務省 (2015)p.356。  




17 例えば、ウェブ動画の視聴を 1 時間 /日、一か月継続すると約 7 ギガバイトを超過する。






大の便益を得るには、MVNO の利用は検討すべきことである。  
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